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なし 町単独補助 国県補助

年度

平成２４年度高鍋町事務事業評価表

◎事務事業の概要

事務事業名 宮崎県市町村地域自殺対策緊急強化事業 基本目標 予防医療体制の整備

事業の目的

対象(誰を・何を) 町民に対し、自殺防止関する普及啓発活動

意図・目的 自殺者を減少させる。

事業の内容
自殺対策会議（いろり端会議）開催、自殺予防フォーラムの開催、居場所づくり講演会の開催、「町の駅」にうつ予防
に関するパンフレットを配布

河野　辰己 開始年度 H22 年度

◎事務事業の目的・内容

担当課(局)･係 健康福祉課 健康推進係 記入者 上杉　悦子 評価者

人

主
な
支
出
項
目

報償費 141 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 23年度人件費

事業従事者数 H23 0.17 人 H24 0.1923年度決算額 226 千円 24年度予算額 350 千円

1,185 千円

需用費 57 千円 県支出金 350 千円 24年度人件費 1,380 千円

24年度予算額における一般財源の割合(H24) 0.0 ％

千円 一般財源 千円 根拠法令・要綱等があれば記載してください

使用料及び賃借料 28 千円 地方債 千円

町
の
補
助
事
業

補助事業名 -

補助交付団体 - 補助金要綱 -

23
年
度

補助額

千円 千円

補助の割合 - ％

繰越額 - 千円

千円 終期 -

団体の決算額 - 千円 H23年度までの見直しの状況・評価委員会での決定事項等

- 千円 補助の形態 - H24年度補助額 -

◎成果指標と活動指標

成果指標

成果指標名 何を狙い、どのような成果が得られたのか

1 自殺者数の減少 自殺予防に関する普及啓発活動により、自殺者の減少を図った。

2

自殺予防フォーラム開
催

「こころがつながる地域を目指して」をテーマに講演会・パネルディスカッションを開催し
た。

3

◎達成状況

3

活動指標

活動指標名 どれほどの活動をしたのか、事業の手法、手順等を詳細に

1 いろり端会議開催 町民で構成する会議であり、台風で中止した1回を除き毎月1回開催した。

2

24年度

成
果
指
標

自殺者数の減少

目標値
人

3 3 3
実績値 5

指標名 単位 22年度 23年度

80
実績値 91 83

5
達成率 ％ 166.7% 166.7%

達成率 ％ 91.0% 83.0%
目標値

いろり端会議参加者数

目標値
人

100 100

実績値
達成率 ％

活
動
指
標

いろり端会議開催

目標値
回

12 12

自殺予防フォーラム開催

目標値
回

1

12

実績値 12 11

達成率 ％ 100.0% 91.7%
2 2

実績値 1 1
達成率 ％ 100.0% 50.0%

達成率 ％

目標値
実績値



健福2

※町補助をしている場合のみ記入

◎事務事業評価委員の意見等 ◎今後の方向性

・自殺予防対策啓発事業として必要だが、内容の充実を図るべき。
・県補助が終了した後に、どのような対策を講じていくか検討が必要。県補助が続く間は評価対象外としても差し支えないのでは
ないか。
・自殺者を減少させるためには、様々な方面から悩み等を解決していくことが求められることからコスト・事業とも拡充すべきであ
る。
・町単独となっても引き続き実施してほしい。
・補助事業終了後も継続的な取組みが必要と考えるが、将来的な事業規模や方向性については検討が必要である。
・単独でも続けていくべき事業と考えるが、その際はコスト面での吟味が必要である。

事務事業評価委員会

判定 維持

外部評価委員会

判定

◎事務事業の評価

担当者記入欄 評価する項目
点数
自己
評価

事務事業名 宮崎県市町村地域自殺対策緊急強化事業 担当課（局） 健康福祉課

（
必
要
性

）

妥
当
性

自殺者を減少するため、取り組む必要がある事業である。

◎目的からして町が行うべきか 2

◎同様の事業を他課・他団体で行っていないか 0

◎社会情勢（住民ニーズ）に適応しているか 2

◎事業廃止による影響があるのか 2

効
率
性

いろり端会議は、毎月開催され、実行委員の情報交換やフォーラ
ムの企画ができている。また、新メンバーの参加がある。

◎活動量の効果は実際に上がっているか 1

◎費用対効果が充分に認められるか

有
効
性

自殺者の減少とはなっていないが、普及啓発を続けることが必要
である。

◎目標に対して成果は得られているか 1

◎すでに目的は達成されていないか 2

1

協
働
性

いろり端会議では、町民が事業を運営している。
◎町民との協働の可能性があるか（ボランティア・
ＮＰＯ等）

2

合計（最高18点） 13

合計（最高4点） 0

そ
の
他

◎総合評価（今後の方向性を含む）

（
公
平
性

）

公
益
性

◎公益性が高いか
※公益性：不特定かつ多数の者の利益の増進に
寄与していること
◎行政では対応できない部分を、補助事業がカ
バーしているか

◎町民の理解が得られる事業であるか

廃止

総
　
合
　
評
　
価

◎担当者の方針に対する
評価者としての所見

◎統括者として、どのよう
に事業を進めるべきと考
えているか、等

　国内で毎年3万人を超える自殺者があり、宮崎県は、平成
23年度において、全国第3位の高い自殺率となっている。こう
したことに鑑み、自殺者を如何に減少させていくことが、国民
的課題となっている。こうした取組を地道に継続していくこと
が重要なことである。

今後の方向性

　
事
業
の
方
向
性

拡充 ○

維持

廃止 縮小 維持 拡充

コ　ス　ト

縮小


